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1 はじめに

高度成長期に，農家人口は若年者を中心とした世帯員の流出と農家の減少等

により大きく減少した。低成長期に入ってからは，世帯員の流出は少なくなっ

たものの.農家の兼業化・高齢化が進行するなかで農家が徐々 に減少するにと

もなって，農家人口も減少率は低下しながらも減少傾向は続いている。この間，

農家人口のなかで大きなウエイトを占め，かつ農業の担い手として続けてきた

のがし、わゆる「昭和 1ケタ」と呼ばれる年齢階層であるo しかし，現在，この

階層は 50歳台後半から 60歳台と高齢化しており，農業の担い手として将来的

には期待できない。これから 20年後. 30年後には i昭和 lケタ」がほぼ残

っていないわけだが，農家人口，農業労働力はどれくらい減少するのか。

本稿では，日本農業の将来像を考えるうえでの基礎資料として，農家人口及

び農業労働力をコーホート分析により推定していきたい。なお，統計データの

関係等で推定方法にはかなりの仮定が含まれているので，推定値は一定の傾向

の結果と考えていただきたい。
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農家人口の推計としては，政府が近年行ったものとして農政審議会の長期見

通し，経済審議会の 2010年見通しがある。これらは. r農家就業動向調査」を

もとにマルコプ・コーホートによって行われたものである(農家人口及び農業

労働力を推計している)。また，コーホート分析としては，山崎光博「農家人

口高齢化に関する将来推計J(並木正吉編著『提言 これからの農村高齢化対

策J) がある。これは. 1985年農業センサスを基準人口とし. 80 -85年の動

向を伸ばして，都道府県別の高齢化比率を推計している。また. 1990年農業

センサスを基準としたものとして，農林水産省統計情報部「グラフでみる農家

人口の現状と将来」があるo 但し，両者とも農家人口の推計のみである。

また，日本の人口の推計としては，コーホート分析により計算した厚生省人

口問題研究所「日本の将来人口推計J(最新は，平成3年 6月推計)があるo こ

れは，出生，死亡についての膨大なデータから推計したものであり，そのまま

農家人口の推計には用いることはできない。

2. 農家人口の推計

今回の推計は，男女別年齢5歳きざみの年齢をコーホートとして推測してい

く。その際，出生率，死亡率，移動率等についておのおのを仮定する必要があ

る。まず，推計に必要なデータの仮定した根拠と仮定した数値について述べる。

それから，推計結果の検討を行う。なお，推計期間は，昭和 1けた層が農業労

働力としてほとんどがリタイアしているとみられる 2020年(30年後)までと

しfこ。

( 1) 15歳未満人口の推計

農業センサスでは， 15歳未満人口は男女の数だけを記入するようになって

おり，個表からも 0-4歳. 5 -9歳. 10 -14歳という 5歳きざみの人口を

調べることはできなし、。このため. 15歳未満の 5歳きざみの年齢を推計する

必要がある。本稿では，国勢調査のデータから推計していきたい。国勢調査で
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は，世帯の経済構成区分に「農林漁業就業者世帯」と「農林漁業・非農林漁

業混合世帯」とし寸分類があり，その合計が農家の概念に近いものといえよ

う什)。これらについては， 1980年と 1985年では 6歳未満の親族人員が掲載

されているので，ここから 0-4歳人口を推計した。

国勢調査でとれるデータは， 6歳未満の親族人員なので，その 6分の 5がO

-4歳人口と仮定した(農家のほとんどは親族人員(世帯主と親族関係にある

世帯員)と考えられるのでこれに関する補Eはしない)。また，注(1)のように，

国勢調査と農業センサスには，世帯員数にかなりの格差があるので，その補正

を行った。

次に， 0 -4歳人口の男女別数であるが，農業センサスの各調査年の 0-

14歳人口における男女比率を推測人口にかけて求めた。これについては，後

に述べたい。

0-4歳人口が推測できるのは.国勢調査の制約から 1980年及び 1985年だ

けなので，それ以外の年について，例えば 1990年について， 0 -4歳人口

(男女別)を推定する必要がある o 具体的には， 1980年の 0-4歳入口は，

1990年に 10-14歳人口になり， 1985年の 0-4歳人口は， 1990年に 5-

9歳人口となるので，この 2つの年齢階層を合計して，既知である 1990年の

0-14歳入口から引けば， 1990年の 0-4歳人口が推測できる。

0-4歳入口が 5-9歳入口になる聞の増減率は未知であり，これに関する

資料はないので，犬胆であるが，この聞の増減率はその子供の主たる母親と恩

われる 30-39歳の年齢層の増減率と一致すると仮定した。同様に， 5 -9歳

入口が 10-14歳入口になる時の増減率も 35-44歳の女性人口の増減率と同

じと考える。また，この増減率は，男女とも同ーという仮定で行った。

例えば， 1990年でみると， 1980年の 0-4歳人口に 1980年から 1985年の

25 -34歳人口(期首)の増減率をかけ，さらに 1985年から 1990年の 30-

39歳人口(期首)の増減率をかけて， 1990年の 10-14歳入口とする。また，

1985年の 0-4歳入口に 1985年から 1990年の 25-34歳入口(期首)の増

減率をかけて， 1990年の 5-9歳人口とする。
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同様の方法で，過去についてもさかのぼって，各年の 15歳未満人口を 5歳

きざみで分割した。

(2) 出生率

推計人口を考える場合，将来の出生率がどうなるかがかなり大きな要素とな

るが，農家について詳細なデータはなし、。ただ，厚生省の「人口動態統計」の

なかで，家族類型別に集計したものがあり.そのなかに専業農家及び兼業農家

の数値はあるが，もととなる母数がわからないため，その数値を採用すること

は困難である。このため，さきほど推計した 0-4歳人口をもとにして出生率

を推測したい。

人口学的には，基本的な出生力の指標として普通出生率(人口 1，000人当た

りの年間出生児数)，年齢別出生率(ある年齢の人口 1，000人からの年間出生

児数)がある。さらに， 15歳から 49歳までの女性の年齢別出生率を要約，合

計した合計特殊出生率がある。近年，新聞紙上で問題になっている r1. 57人」

あるいは r1. 53人」という出生率は，合計特殊出生率であり，女性が一生で

出産する子供の数と考えてよい。

農家では，年齢階層によって人口が大きく変動するため，年齢階層ごとに出

生率のウエイトをつけて，そのウエイト付き合計を出生率とした。このように

して求めた出生率は，ほぽ合計特殊出生率に等しくなっている。農業センサス

は5年に 1度の調査であり，年齢層ごとの出生率のウエイトを求めるには，各

年齢層の女性の過去5年間の出生数から求める必要がある。今回は，厚生省人

口問題研究所で推測した女性の出生力コーホート表(過去， 1945年以降に生

まれた女性の 1歳きざみごとに出生数を推測したもの)を用いた(厚生省人口

問題研究所『わが国女子の出生率表 1950-88年 一出生率構造の分析』

1990年 3月より)。これは，農家を含めた一般世帯 1本の推計であるので，今

回の推計では.農家の女性の出生の年齢別分布が農家を含めた一般世帯と変ら

ないことを前提とした (2)。

以上のウエイトをつけて出生率を計算したのが表 lである。農家の出生率は，
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表 1 農家の出生率(合計特殊出生率)の推定
(単位:人)

1970年 75 80 85 90 

農 家 2.03 2.07 2.04 2.00 1. 85 

国 勢 調 査 1. 98 2.05 1. 81 1. 76 1. 61 

資料:農業センサス，国勢調査，厚生省人口問題研究所「わが国女子の出生カコーホート表J.
注(1) 1970年の出生率のウエイトは75年と同様とした.

(2) 1990年の年齢別のウエイトは20-24歳. 7.9%. 25-29歳. 37.4%. 30-34歳. 40.1%. 

35-39歳. 12.3%. 40-44歳. 1.9%である.

緩やかに落ち込んできているが(1970年の出生率にはひのえうまの年が含ま

れているので出生率は低くなっている). 1990年には 2人を割って1.85人に

まで落ち込んできている。人口が再生産されるには現在 2.08人の出生率が必

要とされているが，従来から労働供給源とされていた農家でも出生率からみて

再生産ができなくなったことは大きな問題であろう。ちなみに農家を含めた一

般世帯では女性の晩婚化，非婚化の影響により大幅に落ち込んできているが，

結婚している女性の出生率はそれほど低下していない日 1975年には農家と

農家を含めた一般世帯で出生率があまり差がなかったのに 1990年に差が出る

のは，農家を含めた一般世帯でより晩婚化，非婚化が進行しているためとみら

れる (4)。

将来的に出生率がどうなるかは人口推計の大きな問題であり，予測すること

は困難である。人口問題研究所の将来人口推計でも，出生率については 3つの

ケースを想定して推測している。しかも，近年の女性の出生率の急激な低下に

より，将来推計人口の出生率の低いケースからも大きく車離したため，修正し

た将来人口推計を行った。今回の推計では，出生についての詳細なデータもな

いので 1990年の出生率1.85人及び年齢別出生比率のウエイトがそのまま続く

と仮定したが，農家の出生率がどうなるかによって，人口推計は中長期的には

かなり大きな影響が生じることになる。
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(3 ) 出生男女比

近年.男性の結婚難がいわれているが，その根拠の一つに出生男女比におい

て男子が多いことが指摘される o 人口学的には，時期，地域によって若干の差

異はあるものの，女子 100人に対し，男子はほぼ 105.6人の割合で出産するこ

とが知られている。乳幼児死亡率の高い時期には，男子の方が女子よりも乳幼

児死亡率が高かったため，小学校入学時頃にはほぼ同数になっていたが，現在

の日本では乳幼児死亡率が極めて低く，出生時の男女比のまま，結婚適齢期に

なってしまうのが現状である。

このような男女比は，生物学的なものであり，農家と農家を含めた一般世帯

ではそう異なるものでないはずである。しかし，過去 20年間の農家の 15歳未

満人口の男女比は，女子 100人に対し，男子 103人台で推移しており，明らか

に農家を含めた一般世帯の男女比と異なっている。この男女比の差の要因とし

て，農家の乳幼児死亡率，あるいは小中学生が実家を離れて就学している割合

を見る必要があるが，これらについてのデータがないのではっきりした理由は

わからない。

今回の予測では，農業センサスのデータをそのまま用いることにして，女子

100人に対し男子 103人にした。

(4 ) 年齢別増減率

ある年齢階層が調査年の間(センサスでは 5年間)にどれだけの人口が変動

したかが増減率であり，ここでは 5歳きざみの年齢コーホートの増減率を計算

した。年齢別増減率は自然減少率と社会増減率(移動率という場合もある)と

に分けられる。自然減少率は死亡率のことであるが.農家の年齢別の死亡率は

わかっていない。このため，農家を含めた一般世帯平均の 5歳年齢階層別の死

亡率をそのままあてはめることにした。農家と農家を含めた一般世帯との死亡

率の差が問題になるが，死亡率が大きな影響を及ぼすのはかなりの高齢者に対

してであり，かなり高齢にならなし、かぎり，影響は少ないとみられる(5)。

次に，社会増減率であるが，これを直接求めることができないので，年齢増
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減率から自然減少率を差し引し、て求めた。本稿ではさらに，社会増減率を農家

人口の一部が移動した場合と農家が離農した場合(農家の定義からはずれた場

合を含む)にわけで考えてみた。農家は一般に定住性が高<.農家人口の一部

の移動は，若年層での移動(就学，就職，結婚などの理由による)が大きなウ

エイトを占める。この移動は，次三男や女子が中心であり，ライフサイクルに

よるものとみられるo 一方，農家戸数は減少傾向を示してきており，それに伴

う農家人口の減少も進んでいる。農家戸数の減少は，社会経済状況によって変

化しており，将来的にどう変化していくか大きな問題となる。

本稿では，従来のコーホート予測で用いられている，ある一定期間の年齢別

増減率をそのまま伸ばす方法ではなく，年齢別増減率を要因に分けて伸ばすと

いう方法で行った。具体的には，死亡率は人口問題研究所の推計(厚生省人口

問題研究所『臼本の将来推計人口 昭和 61年 12月推計』における死亡率推

計)を用いるが，社会増減率を一部の年齢層だけにみられる移動と農家の減少

を主因とする減少に分けて計算して求めるという方法である。

年齢別の減少率を 1985-90年についてみると. 75歳以上.20-24歳. 25 

-29歳の順に高くなっている(表2参照)0 75歳以上は，明らかに死亡率に

よるものであり，社会増減率では他の年齢階層と差がない。一方. 20 -24歳

前後では，社会減少率が高くなっており，先に述べたライフサイクルによる減

少といえよう。また. 40歳以上層では，社会減少率はおおよそ男子で 5-7

%.女子で 6-9%となっている。農家を含めた一般世帯では，この割合はほ

とんどゼロ(海外への流出入のみ)であるのに対して，農家では年齢階層にあ

まり関係なく，ある程度の減少があることから農家戸数の減少による要因とみ

られる。それを検証する意味で. 40 -59歳入口の男女別の社会的減少率と農

家戸数の減少を示したのが表3である。表からわかるように，男子の減少と農

家の減少はその差を拡大しながらも，ほぼ2ポイント台の差で推移しており，

40 -59歳人口の減少の要因は農家戸数の減少によるものといってよかろう。

なお，農家戸数の減少率と 40-59歳人口の減少率の差が拡大してきているの

は，近年増加している高齢単身農家の減少が死亡率による減少によるものとし
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表 2 年齢別移動率 (1985~90年)

男 女

A B A-B C D 

減少率 死亡率 移動率 減少率 死亡率

(期末年齢)

5 -9歳 8.8 0.3 8.5 8. 8 0.2 

10 -14 7.2 0.0 7.1 7. 2 0.0 

15 -19 14.9 0.1 14.7 16. 6 0.1 

20 -24 32.5 0.5 31. 9 24. 7 0.2 

25 -29 16.3 0.5 15. 7 21. 3 0.3 

30 -34 15.0 0.4 14.6 10. 8 0.3 

35 -39 9.4 0.5 8.9 7. 0 0.3 

40 -44 6.8 O. 7 6.0 7. 4 0.4 

45 -49 9.0 1.3 7.7 8. 5 O. 7 

50 -54 8.0 2.2 5. 7 7. 4 1.1 

55 -59 9.6 3.5 6.1 8. 7 1.6 

60 -64 8. 1 5.1 3.1 7. 0 2.5 

65 -69 12.9 7.8 5.1 13. 9 4.0 

70 -74 18.3 12.7 5.9 15. 9 6.9 

75歳以上 39. 7 33. 1 6.5 33. 8 25.4 

資料:農業センサス，厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口J.

表3r全年齢的な減少率jの動向
〈単位田%)

男 女 農(参家考の)減少率

1975年 6.6 7.6 8.3 

80 3.5 4.3 5.9 

85 3.4 4.0 6.1 

90 6.4 7.0 9.3 

資料:農業センサス

注. 40-60歳人口(期末)の移動率の平均を「全年

齢的な減少」とした.

て取り扱われるためとみられる。

(単位:%)

C-D 

移動率

8.6 

7.2 

16.5 

24.4 

21. 0 

10.5 

6. 7 

6.9 

7.8 

6.3 

7.1 

4.5 

9.8 

9.0 

8.4 

次に，若年層における農家人口の一部のみの移動について推計したい。社会

的減少率から，農家戸数の減少によるものを差しヲ|いたものがそれに該当する
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と仮定した。ここでは，農家戸数の減少による要因を安定的な減少を示す 40

-59歳入口の減少率とほぼ等しいと考え，社会減少率から 40-59歳人口の

減少率をヲlいたものを一部の年齢階層の人口が移動した率とした。若年層での

減少率が高くなっており，特に男子では 20-24歳で 26%.女子は 20-24 

歳で 17%. 25 -29歳で 14%と他の年齢階層に比べて著しく高い。逆に，わ

ずかであるが 60-64歳では男女とも増加してきており，定年帰農によるもの

と思われる。

若年層の減少は減少率が高く，今後の農家人口に大きな影響を与えるので，

最近の推移をみてみたい。男子では. 15 -19歳の残存率が高まり(つまり，

減少率が低下し). 20 -24歳がほぼ横ばい. 25 -29歳が低下してきている。

この結果. 10 -14歳人口が 25-29歳になった時の残存率は 60%前後の水

準でほぼ横ばいとなっている o 25 -29歳までの農家に在宅している男子の多

くはあとつぎと思われるが，出生率が 2人程度のときの男子のうち長男が生ま

れるのは 7割程度なので，かなりの農家があとつぎを確保していることがわか

る。

女子については，どの年齢階層でも残存率が高まってきている。 10-14歳

が25-29歳になった時の残存率も，次第に高まり，近年は男子の水準を上回

る程になっているo この要因が，結婚による農家の純移動のマイナスが小さく

なったことによるものか，女性の晩婚化の影響でいつまでも家に残っているこ

とによるものかははっきりしない。しかし，後者であれば，一時的なものであ

り，しかも農家人口の再生産の面からみてプラスの要因とはなりえない。

今回の推計においては，死亡率として，人口問題研究所が将来推計人口で推

計した各年の死亡率を使った。また，全年齢的な減少要因については. 1985 

-1990年の減少率に近い 7%を想定した。なお，対比の意味で全年齢的な減

少がなかった場合も推計を行った。若年層の流出は. 15 -34歳の階層に，

1985 -1990年の変化率をそのままあてはめることとした。なお. 60 -64歳

については，定年帰農がみられるので，ここについては 1985-1990年の数値

で補正した。
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(5 )推計結果

以上のようにして，出生率，出生男女比，年齢別増減率を仮定してコーホー

ト要因法により推計した。具体的には，すでに生まれている人口については，

1990年の農家人口を基準人口とし年齢別増減率をかけて生存数を求め 0-

4歳入口については年齢別女性人口から出生男女数を求めていく方法である。

表 4は，その推計結果である。農家人口は，漸減していき， 2020年には 752

万人と 1，000万人を大きく割り込むことになり， 1990年の 43.5%にまでに減

少する。この間，減少率は 5年間で 11%台から次第に上昇し， 2015 - 20年

には 14%台にまで高まってくる。減少率が上昇する要因として，農家の減少

がなかった場合をみると，減少率は 4%台から次第に上昇して 7%台にまで上

昇しており，次第に自然減の影響が強まることがわかる。

また， 65歳以上比率をみると， 1990年の 20%から次第に上昇し， 2005年

に30%を超えた後，一時停滞した後，また増加に転じるとみられる。

年齢別の人口ピラミッドをみると， 1990年には 3つの山をもった形をして

いるが 20年後の 2010年には 65歳前後で高い山がみられるが，それ以下の

年齢層では，あまり大きな変動はなく，ほぽつりがね型になるとみられる。

(図 1参照)

表4 農家人口の推計結果
(単位:千人.%) 

1990年 1995 2000 2005 2010 2015 2020 

(実数) 合計 17，296 15，341 13，454 ll，725 10，176 8， 772 7，524 
男 8，421 7，422 6，479 5，616 4，853 4，169 3，558 
女 8，875 7，919 6，975 6， 109 5，324 4，608 3，966 

(増減率) 合計 -11. 3 -12.3 12.9 -13.2 -13.7 -14.3 

男 -11. 9 12.7 -13.3 -13.6 -14.1 -14.6 

女 一10.8 -11. 9 -12.4 -12.9 -13.4 -13.9 

(1990年を100として)合計 100.0 88.7 77.8 67.8 58.8 50. 7 43.5 

男 100.0 88.1 76.9 66. 7 57.6 49.5 42.3 

女 100.0 89.2 78.6 68.8 60.0 51. 9 44. 7 

(65歳以上比率) 合計 20.0 24.2 27.9 29.8 30.3 32.2 35.1 

男 17.5 21. 6 25.0 26.4 26.8 29.4 32.9 

女 22.3 26. 7 30.6 32.8 33.5 34.8 37.1 
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農業就業人口比率の動向)
 

-(
 

16歳以上農業就業人口は. r自営農業に主として従事した世帯員」であり，

の農家世帯員のうち，調査日前 1年間に自営農業だけに従事した者と自営農業

の双方に従事したが自営農業従事日数の方が多い者とそれ以外の仕事(兼業)

の両者の合計と定義されている。農業就業人口は農業の担い手として位置付け

られて，農家世帯員の農業離れが進んでいる状況下の現在，農業の将来を考え

るには農家人口よりむしろ農業就業人口の動向がより問題となる。特に，農業

「仕事が主Jの者は基幹的農業従事者として，農業の核とな就業人口のうち，
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る労働力であり，その動向はさらに重要である。

就業人口の推計は，推定人口に年齢別の就業率をかけて求める場合が多く，

今回もその方法を用いたゆ)。そのため，就業率の動向が重要になるが，現在

の年齢別就業率がそのまま維持されるという仮定のもとに行うのが一番簡単で

ある。しかし，農業の場合，若年層の農業就業率の低下が進行しており，年齢

階層の就業率が維持されるという仮定より，むしろ世代(生年の差)の就業率

が年齢の影響を受けながら維持されていくという仮定が現実的といえよう o つ

まり 30歳ぐらいまでは新規就農による就業率の上昇，その後はほぼ一定に

なり 60歳ぐらいにやや上昇し，その後減少していくといったライアサイク

ルが予想されるが，その変動は新規就農時の就業率によって規定されている。

このため，新規就農の割合の高かった現在の中高年層は比較的高い割合である

が，若年層はかなり低いものとなる。

実際に， 1980 -85年及び 85-90年の就業率について年齢コーホートによ

る増減ポイントをみると女子の基幹的農業従事者以外はほぼ同じような動さを

示している。特に，男子の 40歳台及び50歳台では農業就業人口率も基幹的農

業従事者率もほぼ横ばいで推移している(ただし，農家人口が減少しているの

で，実数は減少している)。このため，今回の推計では 85-90年の年齢別就

業率のコーホートの増減ポイントのまま推移していくと仮定した。また， 15 

-19歳の新規就業率は 90年の数値をそのままもちいた。ただし，女子の基幹

的農業従事者の就業率はまだ減少傾向にあり， 85 -90年をそのまま伸ばすと

マイナスになってしまうので，男女とも基幹的農業従事者の推計では 90年

の農業就業人口に占める基幹的農業従事者の割合が将来も一定であると仮定し

て求めた。最近の傾向では，農業就業人口に占める基幹的農業従事者の割合は

低下傾向(特に女子)にあり，今回の推計はやや高めになると予想される(7)。

(2 )推計結果

以上のような仮定をもとに，各年齢階層別における就業率を推計して，先ほ

ど推計した農家人口にかけて農業就業人口，基幹的農業従事者を推計した。
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表5 農業就業人口の推計結果
(単位:千人. %) 

1990年 1995 2000 2005 2010 2015 2020 

(就業人口比率) 合計 39.5 38.8 37.4 35.6 33.8 32.2 30. 7 

男 32.6 32.6 32.0 30.8 29.8 29.2 28.8 

女 46.0 44.5 42.3 39.9 37.4 34.9 32.3 

(実数) 合計 5，653 5，009 4，314 3，603 2，974 2，444 2，002 
男 2，249 2，020 1，761 1，481 1，236 1，040 879 

女 3，404 2，989 2，552 2，122 1， 738 1，404 1，123 

(増減率) 合計 11. 4 13.9 16.5 17.5 17.8 18.1 

男 -10.2 -12.8 -15.9 -16.5 -15.9 15.4 

女 12.2 14.6 16.9 18. 1 19.2 20.0 

(1990年を100として)合計 100.0 88.6 76.3 63. 7 52.6 43.2 35.4 

男 100.0 89.8 78.3 65.8 55.0 46.2 39.1 

女 100.0 87.8 75.0 62.3 51.1 41. 2 33.0 

(65歳以上比率) 合計 35. 7 45.8 53. 7 57.4 57.4 58.7 61. 6 

男 42.8 53.3 61.1 64.3 63.6 65.6 69. 7 

女 31. 1 40.7 48.6 52. 7 53.1 53.5 55.2 

農業就業人口は. 2020年には 200万人となり. 1990年の 35%と農家人口

の減少以上の減少が生じる(表 5参照)。減少率をみても，男子は 2000年まで

は 11%， 14 %としだいに上昇し，その後 18%前後の減少率になる。一方，

女子も. 12 %， 15 %と男子の減少率を上回って減少し. 2015 - 2020年には

20%の減少を示すようになる。このため. 1990年に男女比は男 100に対して

女 151だったのが，次第にその差は縮まって. 2020年には 128までになる o

65歳以上の占める割合も， 1900年の 36%から 2000年までに 54%にまで急

激にアップし，その後は緩やかに増加していくことになる。これから 10年間

にアップするのは，昭和 1ケタ層が高齢化することによるとみられる。また，

農家人口に占める就業人口比率は，男子が5年間で 1ポイント程度の減少にと

どまるのに対し，女子は次第に減少ポイントが高まり. 2000年以降では 2.5

ポイント前後の高い減少ポイントになる。

基幹的農業従事者は， 2020年には 94万人と 100万人をわりこむ程になる

(表 6参照)0 2020年の水準は 1990年の 30%に過ぎず，農家人口，農業就業
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表6 基幹的農業従事者の推計結果
(単位千人. %) 

1990年 1995 2000 2005 2010 2015 2020 

(就業人口比率) 合計 21. 9 20.6 18.9 17.2 16.0 15.2 14.4 

男 23.5 22.5 21. 0 19.4 18.4 17.9 17.6 

女 20.3 18.8 16.9 15.2 13.8 12. 7 11. 7 

(実数) 合計 3，127 2，657 2，179 1，742 1，404 1，150 943 

男 1，622 1，393 1，156 932 763 639 536 

女 1，505 1，264 1，024 810 641 511 407 

(増減率) 合計 15.0 -18.0 -20.1 一19.4 18.0 18.0 

男 -14.1 -17.0 -19.3 -18.2 -16.2 -16.2 

女 -16.0 -19.1 20.9 20.9 20.2 -20.3 

(1990年を100として)合計 100.0 85.0 69. 7 55. 7 44.9 36.8 30.2 

男 100.0 85.9 71. 3 57.5 47.0 39.4 33.0 

女 100.0 84.0 68.0 53.8 42.6 34.0 27. 1 

(65歳以上比率) 合計 28.8 38.3 45.3 47.6 46.6 48. 7 53.0 

男 34.5 45.2 52. 7 54.9 53.2 56.2 61. 7 

女 22. 7 30. 7 36.9 39.3 38. 7 39.2 41. 6 

人口以上に減少することになる。ちなみに， 2020年までの減少について要因

をわけると，農家人口(15歳以上)の減少によるものが 54%，農家人口に占

める農業就業人口の割合の低下によるものが 22%. 農業就業人口に占める基

幹的農業従事者の割合の低下によるものが 15%である。農家人口の減少によ

るところが大きいが，農家でありながら農業就業者がし、ない，農業就業人口は

いても基幹的農業従事者ではないという農家が増加することも影響している。

基幹的農業従事者の増減率をみると. 1990 - 95年に 15%だったものが，

急激に上昇して 20%台にまで達し，その後やや落ちることになる。これは，

昭和 1ケタ層がしばらくは基幹的農業従事者として残るが， 2000年から 2005

年の聞にリタイアしてしまうことによるo 男女別にみると，男子は女子に比べ

て，減少率は低く， 2005年以降，減少率はやや低下するが，女子は 2005年以

降も 20%台の減少が続き，農業就業人口と同様に女性労働力の相対的減少が

進行する。 65歳以上をみると， 1990年の 29%から 1995年に 38%， 2000年

に45%と急激に上昇した後，緩やかに上昇して， 2020年には 53%と過半数
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2020年には 62%2000年に 50%を超え，を超える水準となる。特に男子は.

となり，非常に高齢化が進む。

1990年(15歳以上)に占める基幹的農業従事者の割合をみると，農家人口

1990 2020年には 14%となる。男子が，の 22%から，次第に低下していき，

年から 2020年までに 5.9ポイン卜低下するのに対し，女子は 8.6ポイントと

大きく低下して. 2020年には 12%まで落ちる。

1990年には 60-64 また.基幹的農業従事者を年齢ピラミッドでみると，

2010年には，細長い花瓶の歳をピークとしたこま状の形態をしていたのが，

この形からわかるように，基幹的農業従事者(図 2参照)。ような形に変わる
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の高齢化比率の上昇は，高齢化というよりも若年，中年層で基幹的農業従事者

がきわめて少なくなることによることがわかる。このような状況は，若年層に

おける新規の農業従事者が少ないことによるものであり. 2020年よりさらに

伸ばすと，基幹的農業従事者はきわめて少なくなると予想されるo

4. 地域類型別農家人口及び農業労働力の推計

以上，農家を全国について推計を行ってきたが，ここでは地域類型別に分け

て推計したい。推計手法は，全国の場合と同様であるが，各種のデータに異な

るところがあるので，その指摘を中心に述べていきたい。ただし，データが

1985年と 90年のみなので.85-90年の動向がそのまま続くと仮定している。

(1)農家人口

まず，全国と同様に 0-14歳入口を 3分割にする必要があるo しかし，デ

ータの制約から各地域類型別を全国と同様な方法では推計ができないので，全

国で推計した 0-4歳. 5 -9歳. 10 -14歳の各々の 0-14歳人口に占め

る割合がそのまま各地域にもあてはまると仮定して，各地域の人口をふりわけ

た。そこから求められた 0-4歳入口をもとに，各地域の女性の出生率のウエ

イトは全国と変わらないと仮定して，出生率を求めた。また，出生男女比は地

域により差が小さいので，全国と同じ女子 100人に男子 103人と仮定した。死

亡率も全国と同様と仮定した。移動率であるが，全国と同様に，全年齢的な減

少とある年齢層での減少にわけで計算した。

以上のデータのうち全国と異なるものをまとめたのが，表7である。出生率

は，都市的地域で低く，平地農業地域，中間農業地域，山間農業地域の順で高

くなっているが，どの地域でも 85年に比べて 90年は 0.1人以上の減少を示し

ている。特に，都市的地域では1.71人にまで下がっている。農家の減少によ

るものは，都市的地域で男女とも 8%台と高いほかは，どの地域も男子で 5%

台後半，女子で 6%前半で推移している。
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表7 地域類型別人口推計の基本データ
(単位・人. %) 

都市的 平地農業 中間農業 山間農業

出生率 1985年 1. 87 1. 98 2.12 2.22 

90 1.71 1. 85 1. 95 2.03 

全年齢的減少率男 8.0 5.8 5.5 5.6 

女 8.5 6.3 6.2 6.2 

特殊な年齢の減少率

男 15~19歳 2.9 9.8 10.7 14.6 

20~24 17.2 23. 1 33.3 37.4 
25~29 12.3 8.6 7.2 5.1 

30~34 11. 3 6.5 6.9 5.6 

35~39 4. 1 1.9 1.7 1.4 

60~64 4.3 -2.5 -3.1 -2.9 

女 15~19歳 3.9 10.7 12.1 16.5 
20~24 7.4 15.0 25.6 34.4 
25~29 18.9 12.8 10.9 3.9 

30~34 6. 1 2.9 1.8 0.3 
60~64 -3.2 -2.0 -2.3 -1.9 

若年層の減少をみると，男子では都市的地域で 20- 24歳. 25 - 29歳.

30 - 34歳とも 10%台の減少率で推移しているのに対し，他の地域では 20-

24歳で非常に高い減少率を示している。さらに，中間農業地域，山間農業地

域では 15- 19歳でも 10%台の減少を示し，若い時期から流出していること

がわかる。ちなみに. 15 - 19歳から 30- 34歳までの残存率をかけると，都

市的地域は 62.5%.平地農業地域は 59.2%. 中間農業地域は 51.4 %.山間

農業地域で 47.9%となり，この状態が続くと中間農業地域及び山間農業地域

では若年層のほぼ半分が流出してしまうことになる。中間農業地域及び山間農

業地域は出生率は高いものの若年層で流出してしまうとし、う構造になっている。

女子についても男子とほぼ同様な傾向にあるが，男子に比べ 20- 24歳の減

少率が低く. 25 - 29歳の減少率が高くなっており，特に都市的地域では 25

- 29歳で減少率がピークとなっている。男子と同様に 15- 19歳から 30-

34歳までの残存率をかけると，都市的地域は 76.1%.平地農業地域は 64.2

%.中間農業地域は 57.2%. 山間農業地域は 52.5%と都市的地域で 14ポイ
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表8 地域類型別人口推計結果
(単位:%)

1990年 1995 20∞ 2005 2010 2015 2020 

1990年を100として

都市的 100.0 87.8 76.4 66.0 56.8 48.6 41. 2 

平地農業 100.0 90.3 80.5 71. 5 63.2 55.5 48.5 

中間農業 100.0 89.3 78.7 68.9 60.0 51. 9 44. 7 

山間農業 100.0 88.6 77.3 66.9 57.6 49.3 41. 9 

65歳以上比率

都市的 19. 7 23.5 26.8 28.5 29.3 31. 4 34.1 

平地農業 18.6 22.7 26.2 28.0 28.4 30.3 33.5 

中間農業 20. 7 25.5 29.6 31. 7 32.3 34.2 37.3 

山間農業 22.2 27.4 32.0 34.4 35.0 36.6 39.6 

ン卜，他の地域で 5ポイント程度，男子を上回っているo 都市的地域での残存

率が他地域に比べ著しく高いのは，女性の晩婚化の進行によるものと思われる。

以上のデータを， 1990年の各農業地域の農家人口を基準人口とし，表 7の

データをそのままあてはめ，全国と同様の作業をして，各農業地域の将来人口

を推計した。表 8からわかるように，都市的地域での減少が一番進み，次いで

山間農業地域，中間農業地域で，平地農業地域は 2020年でもほぼ半分は残存

するという結果になる。 65歳以上の比率をみると，各地域とも上昇している

が，特に中間農業地域，山間農業地域での増加ポイントが高く，高齢化問題は

ますます深刻になるとみられる。

(2 ) 庫業労働力

各地域類型別の農業就業人口の 1985-1990年の就業率のポイント変化をみ

ると， 15 -19歳の男子の新規就農の多くは学生の手伝いとみられるが，山間

農業地域，中間農業地域で高く，平地農業地域，都市的地域で低くなっている。

しかし， 20 -24歳になると，山間農業地域及び中間農業地域で大きく減少し

て，その水準は平地農業地域，都市的地域を下回る。 30歳から 55歳はあまり

変化がないが， 55歳から 70歳までどの地域でも増加している。これは，定年

によりその他の仕事をやめて農業就業人口にカウン卜されるようになったとみ



ノート わが国の農家人口と農業労働力の将来推計 107 

られるが，都市的地域で一番増加し，続いて山間農業地域となっており，平地

農業地域は比較的増加ポイントは小ざい。平地農業地域では，若年層がまだ存

在しているため，高齢者が農業を維持させていく必要がないことによるとみら

れる。

女子についてみると. 15 -19歳の就農は男子と同様に，中間農業地域，山

間農業地域で高くなっている。 25-29歳の結婚にともなうとみられる上昇は

あまり変わらないが.都市的地域では 30-34歳も高い増加ポイントになって

いる 0 35-44歳では育児離れに伴う他産業就業によるとみられる低下がある

が，都市的地域ではその減少ポイントはわずかである。 40歳を超えると再び

上昇傾向を示すが，地域間での差は小さい。 70歳以降になるとリタイアによ

る低下が生じるが，平地農業地域での減少ポイントが大きく，山間農業地域，

都市的地域では小さい。

次に基幹的農業従事者の就業率の動向をみると，男子は，若年層での増加ポ

イントは，平地農業地域(15-34歳までの増加ポイントの合計で 7.5ポイン

ト).都市的地域(同じく 6.6ポイント).中間農業地域(同じく 5.8ポイン

ト).山間農業地域(同じく 4.3ポイント)の順になっており，山間農業地域

ではきわめて低くなっているo 35歳から 54歳までは，都市的地域でわずかに

増加しているのに対して，他の地域はわずかながら減少している。 55歳から

64歳までの定年帰農による増加は，都市的地域で高くなっているのに対して，

平地農業地域では 60-64歳で低下しているo 農業就業人口のところでもふれ

たが，平地農業地域は高齢者のリタイアが早い傾向にあるといえる。逆に，山

間農業地域，都市的地域では. 60 -64歳でも 4ポイント台の増加を示し. 65 

歳以降の減少ポイントも小さくなっている。

女子では，若年層の就農は.男子と同様に，平地農業地域で高く，山間農業

地域で低くなっている。 30歳以降になるとほとんどどの地域でも減少となっ

ており，農業から離れていることがわかる。その中で，都市的地域は 40歳ま

で増加を示し，その後も 60歳台までわずかな減少にとどまっている。逆に，

平地農業地域では 30歳以降の多くの層で，基幹的農業従事者の就業率の減
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少ポイントが他の地域を上回っており，非基幹的農業従事に移行していること

がわかる。

傾向として，平地農業地域は若年層での増加はあるものの，男子では高齢者

の参入が少なし中年層の女子の減少が大きくなっているo 都市的地域は，若

年層の参入もそこそこある上に，男子では定年帰農の増加も大きく，女子の減

少も少なくなっている。また，山間農業地域では，男子の高齢者での参入がや

や多く， リタイアが少なくなっている。

以上のデータから，就業率を各地域類型別年齢別に計算して就業率を予測し

た。それに先ほど推計した農家人口をかけて，農業就業人口を推計した。また，

基幹的農業従事者は， 1990年の各地域の年齢階層別の農業就業人口に占める

基幹的農業従事者の割合をかけて求めた。

農家人口と同様に簡単な結果だけを述べたし、。農業就業人口の結果は表9で

あるが，都市的地域での残存率が他地域と比べかなり高くなっている。他の 3

地域は，ほぼ同じ程度であるが，山間農業地域が最も残存率が低い。高齢化率

についてみると，平地農業地域，都市的地域が相対的に低く，山間農業地域で

は 2020年に 72%にまで達する。

基幹的農業従事者についてみると，農業就業人口と同様に都市的地域で高く

なっている(表 10参照)。農家人口が一番減ると推計された都市的地域で一番

表9 地域類型別農業就業人口の推計結果
(単位:%)

1990年 1995 2000 2005 2010 2015 2020 

1990年を100として

都市的 100.0 90.0 78.9 67.4 57.0 48.0 40.3 

平地農業 100.0 88.6 76.3 63.8 52. 7 43.3 35.4 

中間農業 100.0 88.6 76.1 63.1 51. 4 41. 7 33.8 

山間農業 100.0 88.8 76.3 63.1 51. 1 41. 0 33.0 

65歳以上比率

都市的 36.0 44.8 51. 5 54.4 54.3 55.8 58.5 

平地農業 31. 1 41.1 49.4 53.3 53.2 54. 7 58.0 

中間農業 37.7 48.5 57.3 61. 7 61. 9 63.2 66.3 

山間農業 41. 9 53.1 62.2 67.2 67.9 69.1 72.2 
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表10 地域類型別基幹的農業従事者の推計結果
(単位:%)

1990年 1995 2000 2005 2010 2015 2020 

1990年を100として

都市的 100.0 87.5 74.1 61. 4 51. 2 43.2 36.2 

平地農業 100.0 84.2 68.6 54.6 43.9 35.8 29.2 

中間農業 100.0 84. 7 68.9 54.3 43.1 35.0 28.4 
山間農業 100.0 85.2 69.4 54.5 42.8 34.5 28.2 

65歳以上比率

都市的 31. 6 40.3 46.3 47.9 46.7 48. 7 52.2 

平地農業 22.5 31.1 37.8 40.0 38.9 41. 2 45.9 

中間農業 30.5 40.9 48.9 52.0 51. 2 53.5 58.3 

山間農業 35.0 45.9 54.6 58.4 57.9 59.9 64.9 

農業就業人口が残るとしづ結果になるが，都市的地域では農家に担い手がかな

り残るということを示しているo しかし，これらの多くは，資産維持のための

農業維持あるいは収入は不動産収入がかなりあるが日々農業をやっている者と

推測される。都市的地域の動向はこれからも検討すべき点である。また，高齢

化比率をみると，平地農業地域が最も低く 2020年で 46%にしか過ぎないのに，

山間地域では 65%となり，高齢者がますます農業を担わなくならねばならな

くなってくる (8)。

5. おわりに

農家人口l土高度成長期以降.毎年滅少してきて松り.今主での動向を単純

に引き伸ばせば，かなり減ることは明白である。それがどのくらいのテンポで

減少するのか. r昭和 lケタ層」のリタイアが目前と迫ってきた現在，かなり

高まると予想される。本稿でも，それを踏まえながら分析を行ったわけである

が，その中で注目される点がいくつかみられた。

第ーは，農家も，農家を含めた一般世帯の動向と同様に出生率が落ちてきて

いることである。再生産可能な出生率を大きく下回っており，長期的にみて人

口の減少はさけられなし、。これは，都市部を中心とした未婚女性の増加による
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ところが大きいとみられる。現在，農家人口の 30歳前後の男女の人口はあま

り差がないが，独身の男性がかなり多く存在しており，男性の結婚難は依然と

して続いているとみられるo この点からも，農家の再生産能力は落ち込むとみ

られる。

第二は. 1985 -90年で農家の減少が高まっており，農家人口も減少が高ま

ったことである。農業の内外環境が大きく変化するなかで. r昭和 1ケタ層」

が減少していき，今以上に農家が減少するおそれもある。農家の非農家化もま

すます増加していくと.地域内で農家がごくわずかしか残らない地域が生じる。

第三は，こういう状況の下でも農家の若年層の男子の残存率は，大きく変化

していないことである。農家が，家については維持していこうとする表れとい

えよう。しかし，現状のような出生率が続いた場合には，男子子弟は 1人しか

いないという農家がかなりを占めるが，その時点でも今の残存率が維持できる

のであろうか。また，山間地域では，現在も残存率が低く，家の維持というよ

りも地域の維持の面からも問題である。

第四は，農業就業人口率，基幹的農業従事者率がかなり低下していくことで

ある。これは，就業率の高い「昭和 1ケタ層」が抜けて，次第に就業率の低い

層が大宗を占めることによる。農家の若い層での低下は，新規就農時の就業率

の低さによるものであり，基幹的農業就業者は数えるほどになってしまう。

こうし、ぅ状況の下では，農家人口がかなりのスピードで減少し，農業就業人

口は，それ以上の割合で減少していくのは明らかであろう。今回は. 1985-

90年の動向を主としてそのまま伸ばした予測であり，将来的に精密に予測し

たものではなし、。しかし，人口のコーホートによる予測は，現在の人口をもと

にしており. 10 -20年ぐらいではあまり大きなぶれは生じないものである。

つまり，減少幅に差はあるものの，今回の推計のように農家人口及び農業労働

力が大幅に減少していくことは確実であろう。

最後に，今回の分析の予定として，地域別(農業プロック，あるいは都道府

県)の将来推計まで行う予定であったが. 0 -15歳入口の 3分割，出生率の

推計等において，かなりのバラツキが生じ，それを用いて推計することに，か
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なり問題が生じた。データ上の制約が様々あるが，地域別の分析を今後の課題

としたし、。

注(1) 国勢調査の「農林漁業就業世帯」と「農林漁業・非農林漁業混合世帯」の合計に林

家及び漁家の非農家が含まれている。参考までに. 1985年の農業センサスの農家世帯

員は 1.984万人，非農家林家世帯員は 5.5万人(1980年，林業センサス)となってい

る。漁家世帯員は 126万人だが，漁業兼業農家は 4万5千戸(農業センサス)であり，

漁家の約 15%を占めており，世帯員割合も世帯割合と同じとみなすと，非農家漁家世

帯員は 107万人程度となる。以上のことから，農林業世帯員の約 95%が農家世帯員と

いえよう。

国勢調査の産業別労働力は，調査時点(各年 10月1日)前 1週間に主として就業し

た仕事の産業であり，農家の就業者全員が農業以外の就業が主な場合は「農林漁業就

業世帯J.r農林漁業・非農林漁業混合世帯」のどちらにも含まれない。このため. 1985 

年では.国勢調査の合計の世帯員は農業センサスの 7割にしか過ぎない。なお，都道

府県別にみると，北海道では，国勢調査の世帯員数が農業センサスの1.4倍にもなっ

ている。これは，漁業，林業の世帯員の割合が高いことによるとみられるが，農林業

センサス及び漁業センサスの合計をも上回っており，どこからこの差が生じているか

は残された問題の一つである。

(2) 農家の女性の出生年齢を農家を含めた一般世帯平均と比べると，以前は農家の方が

20 -24歳での割合が高く，平均年齢も若かったが，近年はほぼ同様にまで上昇してき

ている。

(3) 農家を含めた一般世帯での出生率の低下の大きな要因が晩婚化によるものであると

いう分析は阿藤誠「人口少産化の背景とその展望J(r日本労働研究雑誌J~ 381. 

1991年 8月)を参照。なお.現在の状況が晩婚化なのか非婚化なのかは大きな問題で

ある。現在の生涯非婚率は，農家を含めた一般世帯平均で 4.4%であるが，厚生省人

口問題研究所の平成3年 6月の将来推計人口では 8.4-9.0 %まで高まると仮定して

いる(厚生省人口問題研究所『日本の将来推計人口(平成 3年 6月暫定推計)J. 1990 

年 6月)。

(4) 戦前から，昭和 30年代までは，農家を含めた一般世帯平均と農家では 1人程度農家

の方が出生率が高くなっていた。

(5) 農家の就業者の平均余命は，以前は農家を含めた一般世帯平均に比べかなり低かっ

たが，近年，その差は縮小しわずかの差になっている。

(6) 一般に，就業人口の対象は 16歳以上であるが，本稿では 5歳きざみの推計をしてい

ることから. 15歳以上を対象とした。このため.全年齢平均の就業率は 15歳以上の

人口に対するものである。

(7) 農業就業人口に占める基幹的農業従事者の割合の 1985-90年の変化は以下のとお

りである。男子では. 20 -24歳で 58%から 43%に大きく低下した他は，どの年齢

階層も 1-2ポイントの低下にとどまっている。女子は. 20 -49歳の階層で. 6-
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10ポイントと大きく低下している。また 60歳以上の階層はわずかであるが上昇して

いる。

(8) 山間農業地域における男子の農業就業人口に占める基幹的農業従事者の割合は 40

-50歳台でも 90%あまりと低くなっているのも(他の地域では 96%前後).高齢化

比率が高まる要因の一つである o
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〔要 旨〕

わが国の農家人口と農業労働力の将来推計

松 久 勉

いわゆる「昭和lケタ層」がリタイアするのが間近に迫ってきているなかで， 将

来的に農家人口及び農業労働力がどのくらい存在するのかについて推計した。

まず， 農家人口を推計するために， 出生率， 移動率等について仮定をした。まず，

出生率についてみると， 全国の一般世帯でもかなり低下してきているが， 農家も同

様に低下しており， 合計特殊出生率で1.85 人と人口再生産に必要な2.08 人を大き

く下回っている。これは， 女性の晩婚化， 非婚化によるものとみられる。次に， 移

動率であるが， 農家の減少等により全年齢階層で減少している率は， 85年から90

年にかけて農家の減少の拡大と比例してその幅を拡大している。しかし， 若年層で

の減少は， この10年間でそれほど変化してない。移動率は， 85年から90年の傾

向がそのまま続くと仮定した。以上の仮定から， 農家人口を推計すると， 1990年

に1,760万人だったのが， 2000年に1,345万人， 2010年に1,018万人， 2020年

には752万人となり， 1990年比で43.5%になる。65歳以上比率も1990年の20

％から2020年には35%にまで達する。

農業労働力の指標として， 農業就業人口及び基幹的農業従事者について推計した。

二つの推計とも， 推計人口に年齢別の就業率をかけてもとめた。この場合の就業率

は， 世代によってそのレベルに差があり， それに年齢の影響をうけるというコーホ

ート就業率で推計した。農業就業人口は， 1990年に565万人だったのが， 2000年

に431万人， 2010年に297万人， 2020年に200万人と1990年の35%にまで減少

する。基幹的農業従事者は， 1990年の312万人が2000年に218万人， 2010年に

140万人， 2020年に94万人と100万人を下回る。2020年には1990年の30%し

かおらず， 農家人口， 農業就業人口以上に減少することになる。65歳以上比率も，

1990年の29%から2020年には53%と過半数を超えるという水準にまでなる。

全国と同様な方法で， 地域類型別の推計を行うとかなりの格差が生じる。都市的

地域では， 出生率が低く， 農家の減少も多いことから， 農家人口は大きく減少する

が， 基幹的農業従事者はかなり維持される。平地農業地域では， 移動率が比較的少

なく農家人口の減少は比較的小さいが， 基幹的農業従事者の減少は著しい。山問農

業地域は， 出生率は高いものの若年層での移動率が高く， 農家人口の高齢化が進行

する。基幹的農業従事者も， 高齢者の定年帰農が多いこと， リタイアが遅いことか

ら高齢化がさらに進行する。
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		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない

		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし

		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない

		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない

		フォーム



		ルール名		ステータス		説明

		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている

		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある

		代替テキスト



		ルール名		ステータス		説明

		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要

		ネストされた代替テキスト		不合格		読み上げられない代替テキスト

		コンテンツに関連付けられている		不合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある

		注釈を隠している		不合格		代替テキストが注釈を隠していない

		その他の要素の代替テキスト		不合格		代替テキストが必要なその他の要素

		テーブル



		ルール名		ステータス		説明

		行		不合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある

		TH と TD		不合格		TH と TD が TR の子である必要がある

		ヘッダー		不合格		テーブルにヘッダーが必要

		規則性		不合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある

		概要		スキップ		テーブルに概要が必要

		箇条書き



		ルール名		ステータス		説明

		箇条書き項目		不合格		LI は L の子である必要がある

		Lbl と LBody		不合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある

		見出し



		ルール名		ステータス		説明

		適切なネスト		不合格		適切なネスト
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